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ワーキング・パーティ 1 貿易、投資と規制における協

力、金融サービス、会計と税制 

WP-1 / #01* / EJ to EJ EPA 後の日・EU 経済関係の強化 

規制協力を強化する 

日ＥＵ・ＥＰＡに規定されているとおり、年に一度の規制協力に関する専門委員会を通じ

て、日ＥＵは規制協力に関する議論を引き続き推進していく。２０２１年１２月に開催され

た規制協力に関する第３回専門委員会では、立案中の主要な規制措置に対する影響評価の

メカニズム等について情報共有を実施した。 

特に中小企業による日・EU EPA の活用を促進する 

経済産業省及びＪＥＴＲＯは公式ＨＰ等を活用し、ＥＵ側からの情報も含めた関連情報

を提供しているほか、国内外各地での説明会の開催や相談窓口の設置、パンフレット・解説

書等の作成・配布等によりＥＰＡの利用普及を進めている。外務省においても、国内各地の

商工会議所等と連携して、中小企業を始めとした幅広い企業を対象に、ＥＰＡ活用セミナー

を実施しているほか、中小企業による日ＥＵ・ＥＰＡ利活用促進のため、ＥＵとの貿易にお

いて特に有用な情報をワンストップショップ的にとりまとめた「中小企業（日ＥＵ・ＥＰＡ

第２０章）に関するリンク集」を外務省ＨＰで発信している。 

また、利便性を高めるためのデジタル化においては、日ＥＵ・ＥＰＡを含む原産地証明書

等を補助するエクセルツールを開発し、ＪＥＴＲＯにて無償で提供を開始するとともに、中

堅・中小企業が簡易かつ低コストでＥＰＡを利用するためのデジタルプラットフォームの

実証を開始した。 

一方、業界団体が主導して原産地証明関連のシステムを開発し、関連する手続きの円滑化

やサプライヤーとの連携に取り組む事例を、経済産業省の「自動車産業適正取引ガイドライ

ン」において取り上げ、同様の取組を推奨している。 

第三国における共同投資 

日本として、ＥＵの「グローバル・ゲートウェイ」を評価しており、本年の第２８回日Ｅ

Ｕ定期首脳協議では、質の高いインフラ整備を通じた連結性向上に向けて連携して取り組

むことは重要であり、日ＥＵ連結性パートナーシップに基づき、引き続き連携していくこと

でＥＵ側と一致した。国際協力銀行（ＪＢＩＣ）、国際協力機構（ＪＩＣＡ）及び日本貿易

保険（ＮＥＸＩ）と、欧州投資銀行（ＥＩＢ）との各協力覚書に基づく、機関間の緊密な協

力強化や開発途上国における民間部門資金の需要に応える投資促進等の取組を引き続き支

援する。また、日欧産業協力センター、ＪＥＴＲＯ等と連携し、第三国投資協力の促進につ

ながるよう、フォローアップする。 

英国の EU 離脱の影響を最小化 

日本政府は、２０２２年５月５日の日英首脳会談等の機会を通じ、英国やＥＵで展開する

日系企業に不利益が及ばぬよう、離脱協定の一部である北アイルランド議定書を巡る英Ｅ
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Ｕ間の協議の早期決着を働きかけるとともに、在外公館において英国のＥＵ離脱による現

地日系企業への影響の把握に努めており、今後とも必要に応じ適切なサポートをしていく。 

 

WP-1 / #02* / EJ to EJ 意欲的な多国間貿易アジェンダのための提案、ジュネーブ

における次回の WTO 閣僚会合に向けて 

ＷＴＯはルールに基づく多角的貿易体制の礎である。一方、ＷＴＯは新型コロナによるパ

ンデミック下での保護主義的な動きやデジタル化等の新たな課題に十分に対応出来ておら

ず、引き続き種々の課題に直面しているのも事実である。こうした状況を踏まえ、日本政府

は、独議長Ｇ７貿易大臣会合や昨年１１月末に再開した三極貿易大臣会合、２０２２年６月

の第１２回ＷＴＯ閣僚会議に向けた作業等、有志国会合を含むＷＴＯでの各種会合の議論

等に積極的に参加している。ＷＴＯが現在直面する諸課題に十分に対応できるよう、多角的

貿易体制の現代化や上級委員会改革を含むＷＴＯ改革の議論に引き続き積極的に貢献して

いく。 

 

WP-1 / #03* / EJ to EJ 国際規格の適用と規制協力の強化 

1. 共通の化学物質規制の設定 

日ＥＵ産業政策対話・化学品ＷＧにおいて、双方の規制当局が情報共有を行うとともに、

規制分野での協力について意見交換を実施している。具体的には、２０２１年９月に第６回

化学品ＷＧを開催し、双方における化学物質管理規制の動きについて情報共有を行うとと

もに、化学物質のリスク評価・評価手法等について意見交換を行った。 

引き続き、化学物質管理に係る情報共有や意見交換を実施していくとともに、ＯＥＣＤに

おけるテストガイドライン、優良試験所基準、データ相互受入制度、国連ＧＨＳ分類及びス

トックホルム条約等の国際スキームを踏まえて、ＥＵとの連携を進めてまいりたい。 

2. 共通の資源効率政策の策定 

省エネルギーに関する国際協力については、ＩＥＡのイニシアチブである Energy 

Efficiency Hub における省エネルギー政策・規制等のベストプラクティスを紹介するワー

キング・グループ等を通じて、引き続き、国際的な協力に貢献していく。 

3. AEO のメリットの拡大 

ＡＥＯ事業者に対する税関手続簡素化等を推進するため、事業者が抱える具体的事例に

ついて官民で意見交換・情報収集を行い、引き続き可能な改善策の検討を行う。 

4. UN 規則の採用と自動車分野における規制協力の推進 

日本政府は、これまでも国連欧州経済委員会の下の自動車基準調和世界フォーラム（ＷＰ

２９）の場のみならず、欧州委員会と定期的にバイ会合を実施し、ＷＰ２９における様々な



4 

 

課題について意識あわせを行う等、自動運転車や環境基準にかかる国際基準策定のため協

力してきた。 

最近では、自動車線維持システム（ＡＬＫＳ）の改正等が、日本と欧州等の協力の下、Ｗ

Ｐ２９において成立している。 

また、日本政府は、欧州委員会と共にＷＰ２９に設置された衝突被害軽減ブレーキに関す

る専門家会議の共同議長を務める等、自動運転の安全確保に積極的に貢献してきている。今

後、カーボンニュートラルに向け国際的な取組を推進することが見込まれるところ、引き続

き、日本における自動車の安全の確保及び環境の保全に配慮しつつ、ＷＰ２９において自動

車基準の国際調和を進めていく。 

5. 衛生植物検疫規制 

衛生植物検疫措置は日ＥＵ双方の人の生命・健康及び動植物衛生の保護のため、科学的な

根拠に基づき講じられている。 

２０２１年１２月の衛生植物検疫措置に関する専門委員会第３回会合での専門家間での

議論に加え、２０２２年３月の日ＥＵ・ＥＰＡ合同委員会第３回会合においても衛生植物検

疫措置に関する協力を継続していくことを確認した。双方の案件について、食品及び飲料の

輸出拡大という目的を達成するために、科学的根拠に基づき協議を進めていく。 

6. カーボンニュートラルの実現 

日本は、７０を超える国・地域によるＷＴＯ貿易と環境持続可能性に関する体系的議論

（ＴＥＳＳＤ）に設立当初から積極的に参加し、温室効果ガス削減に資する製品・技術の普

及や炭素国境調整措置に関する議論に貢献してきたところ。今後も、世界全体のカーボンニ

ュートラル実現に向け、技術的・規制的要素を含め環境物品・サービスの貿易を促進・円滑

化させるためのアプローチの検討や、貿易関連の気候措置や政策が、ＷＴＯルール及び原則

に整合的でありつつ、気候や環境に関する目標やコミットメント等にどのように貢献でき

るかについて、他のイニシアチブも併せて、議論を引き続き推進していく。 

 

WP-1 / #05* / EJ to EJ BEPS 行動計画、金融取引税、およびその他税制問題に対す

る提言 

BEPS 行動計画 

日本は、公平な競争条件の促進や税の安定性向上のため、ＢＥＰＳ（税源浸食及び利益移

転）プロジェクトにおいて、ＥＵ諸国と共に中心的な役割を担ってきた。現在、ＢＥＰＳプ

ロジェクトは実施フェーズに入っており、日本政府は、ＯＥＣＤ／Ｇ２０「ＢＥＰＳ包摂的

枠組み」の参加国・地域拡大に大きく貢献している（現在の参加国・地域は約１４０か国）。 

日本政府は、同プロジェクトの勧告を受け、国内の税制や関連手続の整備に当たり、経済

界・関係省庁とのヒアリング等を通じ、経済界のコンプライアンス・コストや法令を順守し

ている納税者に対する予見可能性に配慮してきた。 
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日本政府としては、引き続き、合意された措置を着実に実施するため、経済界からの意見

も汲み取りつつ、多国籍企業の過度な租税回避を防止するための制度の検討を行っていく。 

また、公平な競争条件の確保に向け、日本は、ＢＥＰＳパッケージの適時の、一貫した広

範な実施の確保及び残された課題への対応のために、ＥＵを含む国際的なカウンターパー

トと引き続き協力する。 

日本政府としては、日ＥＵ加盟国間における国際的な二重課税を回避するため、引き続き、

二国間及び多国間交渉を通じた事前確認事案の効果的かつ効率的な処理に努めたい。 

その他の税金問題 

日本政府としては、平成２８年度税制改正において、目標としていた「法人実効税率２

０％台」への引下げを実現したところであり、今後、その効果を見極めていく。企業の事務

負担を軽減し、より効率的にグループ経営を行い、競争力を十分に発揮できる環境を整備す

る観点から、令和２年度税制改正において、「連結納税制度」について簡素化等の見直しを

行い、「グループ通算制度」を創設した。 

 さらに、日本政府は、投資所得に対する源泉地国課税の減免や仲裁制度等の導入を通じて

二重課税を除去することで日ＥＵ間の投資・経済交流が一層促進されるよう、ＥＵ加盟国と

の間の租税条約ネットワークの拡充に引き続き積極的に取り組んでいく方針である。 

経済のデジタル化に伴う国際課税上の対応については、ＯＥＣＤ／Ｇ２０「ＢＥＰＳ包摂

的枠組み」において、２０２１年１０月、二本の柱からなる解決策が１３０以上の国・地域

により合意された。日本政府としては、合意の実施に向けて、国際的な議論に引き続き貢献

するとともに、国内法の整備に向けて検討を行っていく。 

 

WP-1 / #06* / EJ to EJ コロナ禍における国際的な人の往来に関する二国間／地域

間協定に関する交渉の開始 

WP-1 / #13* / E to J 新型コロナウイルス感染拡大下における渡航制限及び待機要

請 

本年３月１日から、指定国・地域以外からの帰国者・入国者であって、有効と認められる

新型コロナウイルス感染症に対するワクチン３回目追加接種者について、入国時の検査結

果が陰性となれば、入国後の自宅等待機を求めないこととしている。 

 

WP-1 / #07* / E to J 基準・製品認証の調和と相互承認、国際規格の可能な限りの

受け入れ 

自動車 

移行期間については、日ＥＵ・ＥＰＡの長きにわたる交渉を経て合意したものであり、現

時点で内容を見直す必要性は認識していないが、日ＥＵ経済連携協定附属書２－Ｃ（自動車
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及び部品）に記載された４つの国連規則のうち、２つについては、７年よりもはるかに早く

国内基準として採用する等着実に推進している。 

排気／燃費の分野においては、国際調和排出ガス・燃費試験法(ＷＬＴＰ)にかかる新規則

(ＵＮＲ１５４)が２０２０年６月に成立しており、当該規則の発効日以降、排出ガス基準値

も含めて、１９５８年協定に基づく相互承認が可能となっている。 

引き続き日本政府は、国内における自動車の安全の確保及び環境の保全に配慮しつつ、Ｗ

Ｐ２９において自動車基準の国際調和を進めていく。 

２０２２年６月には、日ＥＵ・ＥＰＡにおける自動車及び部品に関する第３回作業部会が

開催され、産業政策と規制について日ＥＵ間で意見交換が行われる予定。日本政府としては、

この作業部会も活用しつつ、国際基準調和の活動を引き続き進めていきたい。 

鉄道 

鉄道の安全基準は、各国の輸送の実情や過去の事故の経験等を踏まえ整備されてきてお

り、その担保の方策については、日ＥＵ間で相違がある。日本では、国が強制規格に対する

適合性審査を行っており、欧州のように、第三者による認証等を通じた製品の安全確保のた

めの規制は設けていない。日本の供給者は、日本において基準への適合性が認められている

場合であっても、日本からＥＵに輸出される製品について、ＥＵにおける適合性審査を受け

ることとされている。また、各鉄道事業者が製品が自らの要求に合致しているか試験できる

ことは、日ＥＵ共通であると承知している。 

日本政府は、強制規格及び強制力はないが強制規格に適合する標準的、具体的な数値を示

し た 解 釈 基 準 を 定 め て お り 、 こ れ ら の 英 訳 版 を Ｗ ｅ ｂ で 公 表 し て い る

（ http://www.mlit.go.jp/english/2006/h_railway_bureau/Laws_concerning/index.html

）。 

標準化活動の分野において、日本は、鉄道国際規格センターを中心に、ＪＩＳＣ－ＣＥＮ

／ＣＥＮＥＬＥＣ情報交換会等の欧州との定期的な会合を通じて、国際規格開発に係る互

いの活動について意見交換を行い、ＩＳＯ／ＩＥＣ等の国際規格の規格審議の場でのコン

センサス形成に寄与している。 

独自のソリューションの製作は、各鉄道事業者が自らの路線の課題、要求、現況等に応じ

てコスト等も加味した上で、判断していると承知している。 

日本の鉄道事業者には、今後の調達予定のリストを公表している事業者もある。日本の鉄

道事業者は、これまでと変わらず、安全性及び信頼性のある製品を求めており、優れた欧州

製品も積極的に調達していく用意があると聞いている。 

日本政府は、日本の技術基準とＥＵのＴＳＩ（インターオペラビリティ技術仕様：

Technical Specifications for Interoperability） との対比表を作成するとともに、関係

する鉄道事業者に対し、供給者に課す試験・実験に関して内外無差別な取扱いをすること、

及び確固たる関心を示した欧州の供給者に対しては実施基準の適切かつ該当する部分を内

外無差別に開示するように通知した。日本の鉄道事業者は具体的措置を講じるものと承知

http://www.mlit.go.jp/english/2006/h_railway_bureau/Laws_concerning/index.html
http://www.mlit.go.jp/english/2006/h_railway_bureau/Laws_concerning/index.html
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している。日本政府としては、欧州の供給者が日本の鉄道事業者に対して具体的にアプロー

チすることを期待する。 

加工食品 

日本では、食品衛生法に基づき厚生労働大臣が人の健康を損なうおそれがないものと定

める場合を除き、食品添加物の使用等が禁止されている。この食品添加物（酵素を含む）の

指定手続は、原則として、事業者等からの要請に基づいて行うこととしており、 このよう

な取扱いはＥＵにおいても同様であると日本政府は理解している。 

酵素を含む添加物の指定にあたり必要なデータについては、従来、公表文献やＦＡＯ／Ｗ

ＨＯ食品添加物専門家会議（ＪＥＣＦＡ）等での評価にあたり用いられたデータも活用して

いる。また、添加物の規格基準策定にあたっては、ＥＵを始めとする各地域の規制及びコー

デックス規格を参照しており、国際基準と調和の取れた基準となるよう定めている。 

さらに、２００２年からは、国際的に安全性が確認され、かつ、汎用されている食品添加

物４５品目（香料を除く。）については、日本政府が主体的に指定等を進めており、これま

でに４１品目の指定手続きを終了している。残りの品目のうち、３品目については対日輸出

国向けに再度行った調査の結果、国際的に汎用されている添加物に該当しなくなったと考

えられたことから指定に向けての手続を取りやめ、残り１品目について、引き続き食品安全

委員会専門調査会で審議を行っている。 

 

WP-1 / #08* / E to J 自主検定およびリスクアセスメント 

現在、日本の無線機器に関する基準認証制度では、他の無線局の運用に妨害を与えるおそ

れが少ない無線設備について、製造業者等が技術基準の適合性を自己確認する制度を整備

している。他の無線局に妨害を与えたり、人体に影響を与えたりしないような範囲に限って、

自己確認による認証が可能となるよう無線設備の範囲の拡大を行っているところ、大きな

空中線電力を使用する基地局設備で基準不適合が発生した場合、他の無線局への混信等妨

害や人体に対する安全基準の超過等の可能性があり、慎重な検討が必要。 

食品用器具・容器包装については、食品衛生法上、政府又は第三者による承認は求めてい

ない。 

現在、日本の非侵襲型医療機器を含む医療機器の制度では、患者へのリスクの高さに応じ

て、国際的に整合した方法でクラス分類を行い、クラスに応じて手続きが異なっている。不

具合が生じた場合でも、人体へのリスクが極めて低いと考えられるものは、一般医療機器

（クラスＩ）であり、ＰＭＤＡ（独立行政法人医薬品医療機器総合機構）への届出（すなわ

ち、適合性を自己確認する）を行うことで製造販売が可能となる。 
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WP-1 / #09* / E to J 自動車 

軽自動車取得の財政上のインセンティブは、狭い国土に人口が密集する地理的特性等、我

が国固有の事情を考慮し、社会的な政策として設けられたもの。また、日々の生活のために

自動車を必要とする地方在住の住民の自動車取得を容易にするものであり、この措置の必

要性は今なお存在する。 

税制については、各国の税制改正プロセスを通じて議論されるべきである。軽自動車の保

有に係る税については、２０１５年４月に引き上げられ、また、２０１９年１０月に自家用

乗用車（登録車）の減税を実施したことにより、登録車と軽自動車の税格差は縮小している。 

 

WP-1 / #10* / E to J 運送・物流 

ＡＥＯ事業者に対する税関手続簡素化等を推進するため、事業者が抱える具体的事例に

ついて官民で意見交換・情報収集を行い、引き続き可能な改善策の検討を行う。 

 

WP-1 / #11* / E to J  EPA の遡及的適用 

日本では、日ＥＵ・ＥＰＡの規定に基づき、輸入申告の際に輸入者に対して貨物がＥＰＡ

の要件を満たす事を示す説明（資料）を求めているが、輸出者による自己申告制度を利用し

た場合、輸入者が輸出者自己申告の申告文以外の入手できない説明（資料）まで輸入申告時

に提供する義務を負うものではない。この取扱いについては税関ＨＰや説明会で事業者に

周知しており、今後も一層の周知に努めたい。また、時間的な制約から、輸入申告時にＥＰ

Ａ税率適用のために必要な書類を準備できない場合には、一定額の担保を提供すること等

を条件に、関税の納付前に貨物を引き取ることができる、輸入許可前貨物の引取り （Before 

Permit、ＢＰ）制度を利用することもできる。 

  



9 

 

ワーキング・パーティ 2 ライフサイエンスとバイオテク

ノロジー 健康・福祉 

WP-2 / #07* / EJ to J 慎重な費用対効果評価の適用 

費用対効果評価制度における評価結果は、保険償還の可否の判断に用いるのではなく、い

ったん保険収載した上で価格の調整に用いることとしている。現在、医薬品３１品目が指定

され、１１品目の価格調整を実施した。 

令和４年度診療報酬改定においては、現行の枠組みを維持しつつ、その運用及び評価に係

るガイドラインの見直し等を行ったところであり、今後、引き続き事例を集積した上で、関

係者からも丁寧にご意見を伺いながら、中央社会保険医療協議会で議論をしていく。 

 

WP-2 / # 08* / EJ to J 健康関連データの統合とデータヘルス基盤構築における調

和のとれたアプローチ 

我が国においては、国民の健康寿命の延伸や、効果的・効率的な医療・介護サービスの提

供に向けて、「ゲノム医療・ＡＩ活用の推進」、「自身のデータを日常生活改善等につなげる

ＰＨＲ（パーソナルヘルスレコード）の推進」、「医療・介護現場の情報利活用の推進」、「デ

ータベースの効果的な利活用の推進」等のデータヘルス改革に関する取組を進めている。 

 

WP-2 / # 10* / EJ to J スタートアップ企業などの中小企業支援によるバイオエコ

ノミーの育成 

特定領域に特化した技術を有するスタートアップの存在感が増し、世界的にも水平分業

が進んでいる中で、我が国においても、スタートアップ企業等に対する総合的な支援を通じ

て、イノベーション創出の推進をより一層図っていくとともに、海外からの参入も含め有機

的にイノベーションが推進されていくオープンイノベーションコミュニティの整備に取り

組んでいく。 

ワンストップ窓口による情報発信、コンサル支援や支援機関とのネットワーク支援を行

い、ベンチャー支援や新規参入促進策を強化する。バイオ分野における産学官の地域ネット

ワークであるバイオコミュニティとも連携しつつ、セミナーやピッチイベント等により、国

内外から投資を呼び込む。 

 

WP-2 / #11* / EJ to J バイオテクノロジー製品の審査に要する期間の短縮 

データ要求やドシエについて、ＯＥＣＤとの調和を進めている。他方で、我が国において

公表する審査報告書は日本語で作成する必要があり、審査に必要な関連書類を英語で提出

された場合、審査期間がむしろ長くなるおそれがある。 
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農薬の登録においては、我が国における使用方法や食品の摂取量に基づいて評価を行う

必要があるため、海外の評価結果をそのまま利用することはできない。 

隔離ほ場試験は、我が国の自然条件の下で生育した場合の特性を明らかにする目的で申

請者に要求している。我が国と自然条件が異なる国で得たデータだけでは生物多様性に与

える影響を判断できないため、隔離ほ場試験の廃止は適切ではない。その中で、トウモロコ

シやワタは、交雑可能な野生種が日本に存在していない、日本の環境中で世代交代できない

等の科学的知見に基づき、一定の条件を満たせば隔離ほ場試験を不要としている。今後とも、

これまで、生物多様性影響評価を行ってきた経験や科学的知見に基づき、必要に応じて見直

しを検討していく。 

  



11 

 

ワーキング・パーティ 3 デジタル・イノベーション＆モ

ビリティ 

WP-3 / #01* / EJ to EJ グローバルなデジタル貿易に関するルール作りに対する協

力 

日本政府は、適切な権限に基づき、特に、正当な公共政策目的のための例外を考慮しつつ、

日ＥＵ・ＥＰＡにデータ流通を含めるための交渉の開始について検討していく。 

さらに、２０２２年５月に行われた日ＥＵ定期首脳協議において、日ＥＵデジタルパート

ナーシップが立ち上げられた。同パートナーシップでは、デジタル貿易やＤＦＦＴ（Data 

Free Flow with Trust：信頼性のある自由なデータ流通）を始めとする日ＥＵ間のデジタル

分野の協力を包括的に推進していくこととなる。 

ＤＦＦＴ推進の観点から個人情報を安全・円滑に越境移転できる国際環境の構築を目指

し、本年迄に欧州及び米国との対話を複数回実施してきた。加えて、ＯＥＣＤにおける信頼

性のあるガバメントアクセスに関する高次原則策定に向けた議論やデータローカライゼー

ションに係る議論を欧州や米国と連携して主導している。さらに、日ＥＵ間では十分性認定

に係る相互認証レビューを実施している。 

同志国との連携に関しては、２０２２年５月にドイツでＧ７デジタル大臣会合が開催さ

れ、以下について合意した。 

①Ｇ７各国でＤＦＦＴの重要性を確認。 

②民主主義的価値と、ＤＦＦＴの利益を制限する措置に対処する決意を再確認し、デジタ

ル保護主義への反対に合意。 

③データガバナンスに対する各国の多様なアプローチを認識しつつ、特にセキュリティ、

プライバシー、データ保護及び知的財産権の保護に関連して生じる課題に対処するた

めの協力を継続。 

④将来の相互運用性を促進するため、Ｇ７各国の共通理解を深め、信頼性のあるデータ流

通を可能にする既存の規制アプローチと手段の間の共通性、補完性及び収斂の要素の

特定に向けた取組のための努力を強化。 

⑤ＤＦＦＴ促進のためのＧ７アクションプランを採択。 

⑥上記Ｇ７アクションプランの採択に伴い、将来の相互運用性促進のための共通性の構

築、規制協力の継続、ＤＦＦＴのための証拠基盤の強化、デジタル貿易の文脈でのＤＦ

ＦＴの推進へのコミットメントを表明。 

ＩＴＡ／拡大ＩＴＡについては、参加国及び品目拡大に向け関係者と議論を継続してい

くとともに、対象品目について貿易上の懸念があれば適宜対応していく。 
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WP-3 / #02* / EJ to EJ AI 技術の社会実装 

 ＡＩ社会原則の実装に向け、国内外の動向も見据えつつ、我が国の産業競争力の強化と、

ＡＩの社会受容の向上に資するガイドライン、標準化、監査、規制等、我が国のＡＩガバナ

ンスの在り方を柔軟かつ継続的に検討していく。そのために、人間中心のＡＩ社会原則会議、

ＧＰＡＩやＯＥＣＤ等の国際機関におけるＡＩ原則の実装に向けた議論への積極的な参画

等を進めていく。 

 

WP-3 / #08* / EJ to EJ デジタル経済に向けたスキル開発 

大学・高専での優れた数理・データサイエンス・ＡＩの教育プログラムを政府が認定する

制度として、リテラシーレベルでのプログラム認定を進めるとともに、より実践的な応用基

礎レベルのプログラム認定も開始する。また、中小企業が大学・公設試験研究機関等と連携

して行う、ものづくり基盤技術及びＩｏＴ、ＡＩ等の先端技術を活用した高度なサービスに

関する研究開発等の取組や、複数の中小企業等がデータを共有し、連携体全体として新たな

付加価値の創造や生産性の向上を図るプロジェクト、中小企業のデジタル化・ＩＴ活用支援

事業等を支援していく。 

 

WP-3 / #09* / EJ to EJ 研究・開発協力 

２０２１年１１月、日ＥＵ科学技術協力合同委員会をオンラインで開催し、日本政府と

欧州委員会の間で研究者交流や戦略的研究開発強化を議論した。今後も、ＥＵ側との協議

を通じてホライズン・ヨーロッパについて理解を深め、連携を探る。 
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ワーキング・パーティ 4 環境、持続的発展 

WP-4 / #01 / EJ to EJ 気候変動に対する両政府の政策と方針 

日本は、２０５０年カーボンニュートラルと整合的で、野心的な目標として、「２０３０

年度に２０１３年度からＧＨＧを４６％削減することを目指し、さらに５０％の高みに向

け挑戦を続ける」とした目標を表明。また、昨年１０月に地球温暖化対策計画、エネルギー

基本計画等を改訂した。炭素中立型の経済社会に向けた変革を成し遂げるためには、単に、

エネルギー供給構造の変革だけでなく、産業構造、国民の暮らし、地域の在り方全般にわた

る取組が重要であり、現在検討を深めている「クリーンエネルギー戦略」の中で、経済社会

変革の道筋の全体像を示していく。 

 

WP-4 / #02 / EJ to J 資源効率・循環経済の促進 

 循環経済・資源効率性に関しては、Ｇ７資源効率性アライアンス、Ｇ２０資源効率性対話、

Global Alliance for Circular Economy and Resource Efficiency（ＧＡＣＥＲＥ）とい

った国際的な場において議論が継続的に行われている。国際標準に関しては、ＩＳＯ／ＴＣ

３２３においてサーキュラー・エコノミーの枠組み、ビジネスモデル、循環性指標等に関す

る国際標準化に向けた議論が行われているところである。また、本年（２０２２年）３月の

国連環境総会（ＵＮＥＡ）において、海洋環境等におけるプラスチック汚染に関する法的拘

束力のある国際文書策定に向けた政府間交渉委員会の開催を招集することを要請する決議

が採択され、同委員会において、２０２４年末までの作業の完了を目指して議論が行われる

こととなっている。 

 

WP-4 / #03 / EJ to EJ 強靭で快適なくらしの実現 

経済産業省は地域マイクログリッド構築支援等に着実に取り組み、知見の蓄積、ガイドラ

インによる共有等を通じ地域における再生可能エネルギーやコージェネレーション等の分

散型エネルギーリソースの活用を促進する。 

地方創生と脱炭素を同時実現する観点から、地域の脱炭素化が重要であり、２０５０年カ

ーボンニュートラルという国の目標を２０３０年度に前倒しで実現することを目指す脱炭

素先行地域づくり等の政策を推進していく。 

国民にとって最も身近な吸収源対策である都市緑化を広く展開するため、都市公園の整

備のほか、建築物の屋上等における緑化空間の創出等を推進している。 

 

WP-4 / #04 / EJ to EJ 都市運営の最適化の推進 

経済産業省では、全社レベルのＤＸに取り組む計画が認定された企業における、ＤＸの実



14 

 

現に必要なクラウド技術を活用したデジタル関連投資に対し、税額控除等を措置している。

また、企業のＤＸに関する自主的な取組を促すため、デジタル技術による社会変革を踏まえ

た経営ビジョンの策定・公表といった経営者に求められる対応を「デジタルガバナンス・コ

ード」として取りまとめ、「デジタルガバナンス・コード」の基本的事項に対応する企業を

国が認定する制度（ＤＸ認定制度）を実施している。 

また、経済産業省及び総務省では、全国５Ｇの整備を都市・地方で一体的に加速するほか、

ローカル５Ｇについても社会課題解決や事業革新等に向け導入を後押しするため、サイバ

ーセキュリティやオープン性が確保された５Ｇシステムについて５Ｇ促進法に基づく税制

措置等を行っている。 

ＤＦＦＴの具体的推進については、２０２３年Ｇ７デジタル大臣宣言における国際デー

タスペースの実現に向けて、ＧＡＩＡ ＸとＤＡＴＡ ＥＸの協力推進を支援する他、民間

部門の保有する個人データへのガバメントアクセスの高次原則策定の議論を主導していく。 

ＡＩの利活用について、経済産業省では、イノベーションを阻害しないようにしつつ社会

への悪影響を回避・軽減するためのアジャイル・ガバナンスをＡＩガバナンスに応用した、

法的非拘束で柔軟性のある「ＡＩ原則実践のためのガバナンス・ガイドライン ver. 1.0」

を２０２１年７月９日に公表し、２０２２年１月２８日に同ガイドラインを ver. 1.1 に改

訂した。ＡＩ技術は常に進化し続けており、継続的な議論の努力が必要であることに留意し

つつ、ガイドラインを改訂していく予定である。 

総務省では、ソフトローによるアプローチを念頭に、ＡＩ開発ガイドラインやＡＩ利活用

ガイドラインを策定し、国際的な議論に貢献してきた。開発者・利用者を含む様々なステー

クホルダーからのヒアリングや、国内外の政府機関、事業者・団体等において策定されたガ

イドライン等を踏まえ、現行のＡＩ開発ガイドライン等について見直しを行っていく。今後、

国際場裡において、ユネスコや欧州評議会のＡＩ原則、ＡＩ条約の議論に参加し、ソフトロ

ーアプローチの重要性や過剰な規制への懸念を提起していく。 

 

以上 


